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Ⅰ 政治資金規正法のあらまし
議会制民主政治の健全な発展のためには、政党その他の政治団体及び公職の候補者の政治活動が公
明・公正に行われる必要があり、その活動が国民の不断の監視と批判の下に行われるようにしなけれ
ばなりません。
このような要請に応えるため、政党その他の政治団体に対し一定の届出義務を課し、その政治資金
の収支の状況を国民の前に公開させ、さらに一定の制限の下に政治資金の授受が行われるよう規正し、
いわゆる「ガラス張りの政治」をめざすのが「政治資金規正法」です。

１ 政治資金はどのように規正されていますか

政治資金の規正は、以下の①②の二つの方法により分かれます。
①政治資金の流れ（収支）及び政治団体の資産を広く国民に公開し、その是非については、国民
の不断の監視と批判に委ねることによる規正（政治資金の公開）
②政治資金の流れ（授受）自体について具体的な制限を加えることによる規正及び政治資金の運
用について、株券などによる投機的取引で運用することへの規正（政治資金の流れ・運用の制
限）

（規正方法の概要）
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２ 政治資金の規正の対象は何ですか
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⑴ 政治団体
政治団体とは、次に掲げる団体をいいます（規正法３条①）。
①政治上の主義若しくは施策を推進し、支持し、又はこれに反対することを本来の目的とす
る団体
②特定の公職の候補者（公職の候補者となろうとする者及び公職にある者を含みます。以下
同じ。）を推薦し、支持し、又はこれに反対することを本来の目的とする団体（いわゆる
「後援会」）
③上記①及び②の行為を主たる活動として、組織的かつ継続的に行う団体

（注）文化団体、経済団体及び労働団体であっても、事実上①及び②の活動が主たる部分を占めており、その活動が
組織的かつ継続的である場合は政治団体として取り扱われます。しかし、たまたま選挙時において特定の公職の
候補者を推薦、支持するような場合には、規正法上は政治団体として取り扱われません。

また、政治団体には次の種類があります。
（政治団体の種類）

政 党
（規正法３条②）

国会議員関係政治団体
（規正法１９条の７）
みなし１号団体

次のいずれかにあてはまる政治団体

ア 所属国会議員を５人以上有するもの

イ 前回の衆議院議員総選挙（小選挙区・比
例代表）、前回又は前々回の参議院議員通常
選挙（選挙区・比例代表）のいずれかの全
国を通じた得票率が２％以上であるもの

政 治 資 金 団 体
（規正法５条①Ⅱ）

政党のために資金を援助することを目的とする団体
（政党が一に限り指定したもの）

その他の政治団体
国会議員関係政治団体
（規正法１９条の７）

政党・政治資金団体以外の政治
団体（主義主張団体、後援団体
等）

資金管理団体
（規正法１９条）

（注）政治団体の支部について
①政治団体が支部を有する場合、原則として本部・支部はそれぞれ一つの政治団体とみなされます。したがって、
支部においても、政治団体に義務付けられている各種の届出、会計帳簿の備付け、帳簿の記載及び収支報告書
の提出等をしなければなりません。ただし、寄附の授受の制限に関しては、本部・支部を通じて一つの政治団
体と扱われるので注意が必要です。
②規正法にいう「支部」とは、おおむね次の要件を備えたものをいいます。

⑵ 公職の候補者（政治家）
公職の候補者（政治家）とは、公職にある者、公職の候補者及び候補者となろうとする者をい
います（規正法３条④）。

　規正法では、法の適用対象を⑴政治団体及び⑵公職の候補者（政治家）とし、以下のとおり定義し
ています。

統括

１号団体
　国会議員に係る公職の候補者（政治家）が代表者で
あるもの
２号団体
　租税特別措置法に規定する寄附金控除の適用を受け
る政治団体のうち、特定の国会議員に係る公職の候補
者（政治家）を推薦し、又は支持することを本来の目
的とするもの

公職の候補者（政治家）本人が
その代表者であって、その公職
の候補者（政治家）のために政
治資金の拠出を受けるべき団体
（公職の候補者（政治家）が一
に限り指定したもの）

　国会議員に係る選挙区の区域を単位
として設けられる政党支部のうち、国
会議員に係る公職の候補者（政治家）
が代表者であるもの



３ 資金管理団体とはどのような団体をいいますか

４ 資金管理団体に指定するとどのようなメリットがありますか

寄附については、「Ⅲ 寄附に関する制限」（16ページ以降）の規制がありますが、資金管理団体に
関する寄附においては、次の特例が認められています。

資金管理団体は、平成１９年８月６日以降、土地若しくは建物の所有権又は建物の所有を目的とする
地上権若しくは土地の貸借権を取得し、又は保有してはなりません（規正法19条の２の２、平成19年
７月６日改正法附則１条、２条①）。
なお、この制限が設けられる以前から保有していたこれら不動産については、収支報告書に「不動
産の利用の現況」（別記記載例（15）83ページ）として記載が必要です。
　また、資金管理団体以外の団体よりも詳しい収支報告をしなければなりません。政治活動費と同様
に、人件費を除く経常経費の１件５万円以上（資金管理団体が国会議員関係政治団体の場合は１万円
を超える）の支出について収支報告書に明細を記載するとともに、領収書等の写しを併せて提出しな
ければなりません。
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５　資金管理団体に何か制限はありますか

　資金管理団体とは、公職の候補者（政治家）が、その者のために政治資金の拠出を受けるべき団体
として、その者がその代表者である政治団体（９ページ⑴　政治団体の①又は②に該当する団体に限
られます。）のうちから、指定した一の団体をいいます（規正法 19 条①）。ただし、当該公職の候補者
（政治家）以外の者を推薦し又は支持することを本来の目的とする政治団体等や、政党を資金管理団
体として指定することはできません。
　資金管理団体の制度は、平成６年の政治改革において公職の候補者（政治家）の政治資金について
公私の峻別を徹底するために創設されました。

⑴   特定寄附に対する特例
　特定寄附（公職の候補者（政治家）が、政党から受けた政治活動に関する寄附を自己の資金管
理団体に対してする寄附）については、寄附の量的制限（総枠制限、個別制限）は一切ありませ
ん（規正法 21 条の３④、22 条③）。
⑵   特定寄附以外の寄附に対する特例
　公職の候補者（政治家）が自己の資金管理団体に対してする歳費等の自己資金による寄附につ
いては、寄附の量的制限のうち個別制限は適用されず、総枠制限（年間 1,000 万円以内）の範囲
内において寄附をすることができます（規正法 22 条②③）。
⑶   自己の後援団体に対する特例
　公職の候補者（政治家）は、選挙前一定期間（注）、自己の後援団体に寄附することが禁止さ
れていますが、自己の資金管理団体に対しては、選挙前一定期間においても寄附をすることがで
きます（公選法 199 条の５③）。
（注 ）一定期間とは、任期満了による選挙の場合は、任期満了の日前 90日に当たる日から当該選
挙期日までの間をいいます（公選法 199 条の５④）。



６ 国会議員関係政治団体とはどのような団体をいいますか

平成１９年の政治資金規正法の一部改正により、新たに「国会議員関係政治団体」が定義され、これ
に該当する政治団体については、届出や収支報告書の提出などに関して、特例が設けられました。
国会議員関係政治団体とは、以下の①、②の政治団体（政党、政治資金団体及びいわゆる政策研究
団体を除く。）及び③をいいます（規正法19条の７）。

Ⅱ 政治団体の届出手続
政治団体はその主たる活動区域の範囲等により、総務省所管団体（全国団体）と都道府県選挙管理
委員会所管団体（県内団体）に区分されます。いずれの所管団体であっても、届出の提出先は、主た
る事務所の所在地の都道府県選挙管理委員会となります。
【提 出 先】 埼玉県選挙管理委員会

〒３３０－９３０１ さいたま市浦和区高砂３－15－１ 県庁本庁舎３階（市町村課内）
TEL ０４８－８３０－２６９３・２６９４・２６９５

【受付時間】 月曜日から金曜日（祝日を除く） 午前８時30分～午後５時15分まで
（立札・看板に貼付する証票交付申請は午後５時まで）

（参考）政治団体の所管区分及び届出書類の提出先

政 治 団 体 所 管 提 出 先

政党（本部）及び政治資金団体

主たる事務所の
所在地の都道府県
選挙管理委員会

２以上の都道府県の区域にわたり主として活動する団体 総務省

主たる事務所の所在地の都道府県の区域外の地域において
主として活動する団体

都道府県の区域において主として活動する団体
（政党本部及び政治資金団体を除く。）

都道府県
選挙管理委員会

【届出書類の様式】 県選挙管理委員会に直接来ていただくほか、県選挙管理委員会ホームページ
にも掲載されています。
各種届出様式：https : //www.pref.saitama.lg.jp/e1701/seijishikin/dantai-yousiki.html
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① 　国会議員に係る公職の候補者が代表者である資金管理団体その他の政治団体（１号団体）
② 　租税特別措置法に規定する寄附金控除の適用を受ける政治団体のうち、特定の国会議員に係
る公職の候補者を推薦し、又は支持することを本来の目的とする政治団体（２号団体）（注）
③ 　政党支部であって、国会議員に係る選挙区の区域を単位として設けられるもののうち、国会
議員に係る公職の候補者が代表者であるものは、１号団体とみなされます（みなし１号団体）。

（注 ）２号団体に該当する政治団体がある場合、国会議員に係る公職の候補者は、当該政治団体に対し、「国会議
員関係政治団体に該当する旨の通知」を交付する必要があります（規正法 19 条の８）。



１ 政治団体を設立した場合、どのような手続が必要ですか

政治団体は、代表者・会計責任者・会計責任者の職務代行者各１名を選任し（会計責任者とその職
務代行者を同一人とすることはできません。）、
あっては国会議員関係政治団体に該当する旨の通知を受けた日）から７日以内に

組織された日（国会議員関係政治団体（２号団体）に
届け出なければなり

ません（郵送による届出はできません。）（規正法６条）。
政治団体は誰でも自由に設立できますが、設立の届出をしない限り、政治活動（選挙運動を含みま
す。）のために寄附を受け、又は支出することは禁止されており、これに違反すると罰則の適用があ
ります（規正法８条、２３条）。届出書類は次のとおりです。
⑴ 政治団体設立届（別記記載例（２）（３）40、41ページ）
⑵ 添付書類
ア 全ての政治団体に共通
綱領、党則、規約等の写し（所定の様式はありません。）
会則、定款、寄附行為等その名称のいかんを問わず、政治団体の目的、組織、運営に関す
る定めをいいます。

イ 国会議員、都道府県議会議員、知事、指定都市の議会議員若しくは指定都市の市長に係る公
職の候補者の後援会（個人の寄附について税の優遇措置を受けようとする団体）

ウ 政党の支部
①政党の状況等に関する届（別記記載例（７）４6ページ）
政党本部の状況（名称、主たる事務所の所在地及び活動区域）等を届け出るものです。

②支部証明書（別記記載例（８）４6ページ）
当該政治団体が、政党の支部であることを本部が証明するものです。

⑶ 提出部数
（県内団体）各２部
（全国団体）各３部
＊綱領、党則、規約等の写し以外の添付書類は、１部を正本とし、その他は写しとして差し
支えありません。

２ 届出事項に変更が生じた場合、どのような手続が必要ですか

設立届の際の届出事項等（政治団体の名称、所在地、代表者、会計責任者等）に異動が生じた場合は、
異動があった日（国会議員関係政治団体（２号団体）に該当し、または該当しなくなったときにあっ
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①被推薦書【国会議員関係政治団体（２号団体）以外】（別記記載例（６）45ページ）
　該当する政治団体が推薦し又は支持する公職の候補者が、当該政治団体により推薦され、
又は支持されることを承諾する旨を記載し、かつ、記名押印又は署名（自署）した書面をい
います。
② 国会議員関係政治団体に該当する旨の通知【国会議員関係政治団体（２号団体）のみ】（別
記記載例（４）43ページ）
　国会議員に係る公職の候補者が自らを推薦し、又は支持することを本来の目的とする政治
団体に対し、国会議員関係政治団体に該当するためその旨を届け出る必要がある旨を通知す
る文書をいいます。



ません。）（規正法７条）。届出書類は次のとおりです。
⑴ 届出事項等の異動届（別記記載例（９）４7ページ）
⑵ 添付書類

ては、その旨の通知を受けた日）から７日以内に届け出なければなりません（郵送による届出はでき

⑶ 提出部数
（県内団体）各２部
（全国団体）各３部
＊綱領、党則、規約等の写し以外の添付書類は、１部を正本とし、その他は写しとして差し
支えありません。

（注１）資金管理団体については、指定の際の届出事項（団体の名称、事務所の所在地、代表者氏名、公職の種類）
に変更がある場合
があります。

は、併せて「資金管理団体届出事項の異動届」（別記記載例（12）51ページ）を提出する必要

（注２）活動区域の変更や主たる事務所の所在地の変更により、所管の異動や提出先の変更が生じる場合があります。
その場合は、次の手続が必要となります。

（所管異動または提出先異動の場合の手続）

所 管 異 動 必 要 な 手 続

県内団体（県選管所管）→全国団体（総務省所管）
県内団体の異動届
全国団体の設立届（県選管経由）

全国団体（総務省所管）→県内団体（県選管所管）
県内団体の設立届
全国団体の異動届（県選管経由）

県内団体（県選管所管）→県内団体（他都道府県選管所管）
県選管あて異動届
異動先都道府県選管あて設立届

全国団体（総務省所管）が主たる事務所の所在地を都道府県
の区域を越えて異動した場合

全国団体の異動届（県選管経由）

３ 政治団体を解散した場合、どのような手続が必要ですか

解散した日から３０日以内（国会議員関係政治団体にあっては６０日以内）に届け出なければなりませ
ん。届出書類は次のとおりです（規正法１７条、１９条の１０）。
⑴ 政治団体解散届（別記記載例（１０）４9ページ）
⑵ 解散日までの収支報告書（既に提出してある年の分は除く。）

この報告書には、代表者及び会計責任者両名の記名押印又は署名（自署）が必要です。
また、１件５万円以上（国会議員関係政治団体にあっては１件１万円超）の支出については「領
収書等の写し」を添付してください（「Ⅵ　収支報告書の提出」参照）。
なお、国会議員関係政治団体にあっては、政治資金監査報告書を併せて提出してください。
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　設立届の際に添付した書類（規約等）の内容に異動が生じた場合は、変更後の書類を併せて提
出してください。新たに国会議員関係政治団体（２号団体）に該当することになった場合は、「国
会議員関係政治団体に該当する旨の通知」を、国会議員に係る公職の候補者でなくなったことに
より該当しなくなった場合は、「国会議員関係政治団体に該当しなくなった旨の通知」（別記記載
例（５）44 ページ）が必要です。



⑶ 提出部数
（県内団体） 解散届 ２部、収支報告書 ２部（領収書等の写しは１部）
（全国団体） 解散届 ３部、収支報告書 ３部（領収書等の写しは１部）
＊提出された収支報告書のうち１部は、受付後控えとしてお返しします。

（注）資金管理団体については、併せて「資金管理団体指定取消届」（別記記載例（13）52ページ）又は「資金管理
団体でなくなった旨の届」（別記記載例（14）53ページ）も必要です。

　規正法１７条２項適用団体
前年分の収支報告書未提出の政治団体が、引き続き収支報告書を提出期限までに提出しなかった場合（２年続
けて提出を怠った場合）は、提出期限を過ぎた日から政治団体の設立届を提出していないものとみなされ、政治
活動（選挙運動を含む。）のために寄附を受けたり支出をしたりすることができなくなります。
なお、政治団体の自然解散、自然消滅は認められておりませんので、収支報告書の提出を怠り、規正法１７条２

項適用団体となった場合であっても、解散届の提出が必要です。その場合、解散届とともに解散年前の提出して
いない収支報告書及び解散の日現在で作成した解散年分の収支報告書を提出しなければなりません。

４ 資金管理団体の届出はどのような手続が必要ですか

⑴ 資金管理団体指定届（別記記載例（１１）50ページ）
指定の日から７日以内に、当該資金管理団体たる政治団体の所管区分に応じ、都道府県の選挙
管理委員会又は都道府県の選挙管理委員会を経由して総務大臣に届け出なければなりません（規
正法19条②）。
⑵ 資金管理団体届出事項の異動届・指定取消届（別記記載例（１２）（１３）51、５2ページ）

異動の日又は取消しの日から７日以内に、その異動に係る事項又は取り消した旨を届け出なけ
ればなりません（規正法19条③）。
⑶ 資金管理団体でなくなった旨の届出（資金管理団体の届出をした者が公職の候補者でなくなっ
た場合等、資金管理団体がその適格性を失ったときの届出）（別記記載例（１４）５3ページ）

５ 国会議員関係政治団体の届出はどのような手続が必要ですか
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　国会議員関係政治団体を新設した場合や、既存の政治団体が国会議員関係政治団体に該当した場合は、
設立届又は異動届を提出するとともに、２号団体にあっては、国会議員に係る公職の候補者から交付
された「国会議員関係政治団体に該当する旨の通知」を添付する必要があります。（別記記載例（４）
43 ページ）
　また、２号団体に該当する旨を通知した者が、国会議員に係る公職の候補者でなくなったときは、
届出事項の異動届に「国会議員関係政治団体に該当しなくなった旨の通知」（別記記載例（５）44 ペー
ジ）を添付して届け出る必要があります。

適格性を失った日から７日以内に届け出なければなりません（規正法 19 条③）。
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Ⅲ 寄附に関する制限
政治活動の自由との関係から、政治資金の流れを制限することは必要最小限に限定されるべきもの
ですが、政治資金をめぐる問題の多くが政治献金としての寄附に関連したものであることから、規正
法は寄附について制限しています。

（注１）「その他財産上の利益」とは、有体物、無体物のいかんを問わず、財産的価値のある全てのものが当たります。
したがって、金銭、物品に限らず、事務所の無償貸与や労務の無償提供、電気・ガスの無償提供なども全て規
正法でいう「財産上の利益」に含まれます。

（注２）「党費又は会費」とは、政治団体の構成員が、その団体の党則、規約等に基づき負担する金銭上の債務の履行
であり、寄附には当たりませんが、規正法では、特に会社その他の法人又は団体が負担する党費又は会費につ
いては寄附とみなす（規正法５条②）こととしています。

（注３）政治資金パーティーや各種の催し物に係るパーティー券や会費は、「出席」を前提とし、またその金額が対
価相当と認められる場合は一般に寄附には当たりません。

（注４）政治活動に関する寄附とは、「政治団体に対してされる寄附」及び「公職の候補者の政治活動（選挙運動を
含む。）に関してされる寄附」をいいます。

（注１）会社等が資金管理団体へ寄附することも含め、平成１２年１月１日から、政党、政治資金団体以外の者に対す
る寄附は一切禁止されました。

（注２）政党支部に対する会社等の寄附の特例
上記にかかわらず、政党の支部のうち一以上の市町村の区域又は選挙区の区域を単位として設けられる支部
以外の政党の支部に対しては、会社等は、政治活動に関する寄附をすることはできないものとされています
（規正法21条④）。

２ 寄附が制限されるのはどのような寄附ですか

⑴ 会社等の寄附の制限

－ 16 －

１　規正される寄附とはどのようなものですか

　規正法は、寄附を「金銭、物品その他の財産上の利益の供与又は交付で、党費又は会費その他債務
の履行としてされるもの以外のもの」と定義し（規正法４条③）、政治活動に関する寄附に対し、①
量的な面からの制限、②寄附者側に着目した質的な面からの制限、③その他政治資金の公正な流れを
担保するための措置を講じることで政治資金の流れを制限しています。
　また、規正法とは別に、公選法においても、金のかかる選挙を是正し、選挙の浄化を実現するとい
う観点から、公職の候補者（政治家）や後援団体等が行う寄附について別途規制がありますので注意
が必要です。

　会社等（会社、労働組合、職員団体その他の団体（政治団体を除く。））は、政党及び政治資金
団体以外の者に対しては、政治活動に関する寄附をすることはできません（規正法 21 条①）。
　また、何人も会社等に対して政治活動に関する寄附を勧誘し、又は要求してはなりません（規
正法 21 条③）。

⑵   公職の候補者（政治家）の政治活動に関する寄附の禁止
　何人も（政党を除く。）、公職の候補者（政治家）の政治活動に関する「金銭等による」寄附（選
挙運動に関してするもの及び政治団体に対するものを除く。）をしてはなりません（規制法 21 条
の２）。
　 （17 ページ「寄附の量的制限等の概要」参照）



⑶ 寄附の量的制限
寄附の量的制限は、政治活動に関して一の寄附者が年間に寄附することのできる金額について
の制限で、総枠制限（一の寄附者が寄附できる年間寄附総額の規制）と個別制限（一の寄附者か
ら一の受領者に対する年間寄附総額の規制）とがあります。 その適用関係は次の表のとおりです
（規正法２１条の３、２２条）。

（寄附の量的制限等の概要）
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受領者

寄附者

政治団体

公職の候補者
（政治家個人）

政党・政治資金団体
その他の政治団体

資金管理団体 資金管理団体
以外の団体

政
治
団
体

政 党
量的制限なし

政治資金団体 量的制限なし 選挙運動に関するも
のを除き、金銭等に
よる寄附は禁止そ の 他 の

政 治 団 体 （個別制限）年間５，０００万円以内

個 人
（総枠制限のみ）

年間２，０００万円以内

（総枠制限）年間１，０００万円以内
（個別制限）年間 １５０万円以内 選挙運動に関するも

のを除き、金銭等に
よる寄附は禁止公職の候補者 ＊１

会社、労働組合
等（政治団体を
除く。）

（総枠制限のみ）
資本金、組合員数等に応じて
年間７５０万円～１億円
＊２

一 切 禁 止

＊１ 公職の候補者（政治家）の資金管理団体に対する寄附の特例

③選挙前一定期間の寄附の禁止
１０ページ ４（３）参照

＊２ 19ページ　会社・労働組合等の寄附の総枠制限一覧参照。

（注１）遺贈による寄附については、量的制限はありません。
（注２）寄附者（個人）は、受領者の区分に応じたそれぞれの総枠制限（①政党及び政治資金団体の全てを通じて

年間２，０００万円以内 ②公職の候補者及びその他の政治団体の全てを通じて１，０００万円以内）を守ることが必
要であり、たとえ一方の限度額に余裕があっても、他方に対し、その余裕分を流用して寄附することはでき
ません。

（注３）個人が政治団体の構成員となって負担する党費又は会費は、寄附として扱われないため寄附の限度額には
算入されませんが、会社その他の法人又は団体が政治団体の構成員として負担する党費又は会費は寄附とみ
なされますので（規正法５条②）、寄附の限度額に算入されます。

①特定寄附
　資金管理団体の届出をした者が公職の候補者（政治家）である間に政党から受けた政治活動に関する寄附
を、その資金管理団体に対してする寄附（特定寄附）については、総枠、個別制限ともありません。
②自己資金による寄附（特定寄附以外の寄附）
　資金管理団体の届出をした公職の候補者（政治家）が、その資金管理団体に対してする自己資金による寄
附（特定寄附以外の寄附）については、総枠制限は適用されますが、個別制限はありません。



（参考）寄附の流れについて

政党・政治団体への政治資金の流れについて

政治家個人への政治資金の流れについて

個

　
　
　
　人

個

　
　
　
　人

会
社
・
労
働
組
合
等

会
社
・
労
働
組
合
等

A枠

政党・政治資金団体
に対する寄附の総枠

年間合計
2,000万円以内

A枠

政党・政治資金団体
に対する寄附の総枠

年間合計
総枠750万円
　　～１億円

公職の候補者
に対する寄附
の総枠

年間合計
1，000万円
以内

B枠

その他の政治団体に
対する寄附の総枠

年間合計
1，000万円以内

総枠の範囲内で
個別制限なし

総枠の範囲内で
個別制限なし

総枠の範囲内で
個別制限なし

総枠の範囲内で
個別制限なし

一切禁止

一切禁止

一切禁止

一切禁止
年間150万円以内

年間150万円以内

年間150万円以内

その他の政治団体へ
の寄附は一切禁止

政　　党

政治資金団体
（政党が指定）

資金管理団体
（その他の政治団体）

その他の政治団体

（公職の候補者が１団体を指定）

×

×

×

政　　　　　党

政党以外の政治団体

政治家個人
（公職の候補者）

個
別
制
限
及
び

総
枠
制
限
な
し

個
別
制
限
及
び

総
枠
制
限
な
し

金銭等
物品等

物品等
〔金銭等〕

物品等
〔金銭等〕

※　個人からの寄附のうち、公職の候補者が自身の資金管理団体に対してするもの及び遺贈によるものについては、特例がある。　

〔金銭等〕：選挙運動に関するもののみ寄附できる。
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事例１ 政党・政治資金団体に対する寄附

※ 個別制限（１つの政党への寄附の上限）はありません。
（注１）資本金・構成員数等に応じ総枠７５０万円～１億円の限度額があります（下表参照）。
（注２）２１ページの「寄附の質的制限」の対象である場合は、該当する寄附が禁止されます。

（会社・労働組合等の寄附の総枠制限一覧）

会　　　　社

（資本金又は出資の金額）

労働組合又は職員団体

（組合員又は構成員の数）

会社、労働組合又は職員団体
以外の団体（任意団体）

（前年における年間の経費の額）

政党・政治資金
団体に対する
寄附の限度額

１０億円未満 ５万人未満 ２千万円未満 ７５０万円

１０億円以上～ ５０億円未満 ５万人以上～ １０万人未満 ２千万円以上 ～６千万円未満 １，５００万円

５０億円以上～ １００億円未満 １０万人以上～ １５万人未満 ６千万円以上 ～８千万円未満 ３，０００万円

１００億円以上～ １５０億円未満 １５万人以上～ ２０万人未満 ８千万円以上 ～１億円未満 ３，５００万円

１５０億円以上～ ２００億円未満 ２０万人以上～ ２５万人未満 １億円以上 ～１億２千万円未満 ４，０００万円

２００億円以上～ ２５０億円未満 ２５万人以上～ ３０万人未満 １億２千万円以上～１億４千万円未満 ４，５００万円

２５０億円以上～ ３００億円未満 ３０万人以上～ ３５万人未満 １億４千万円以上～１億６千万円未満 ５，０００万円

３００億円以上～ ３５０億円未満 ３５万人以上～ ４０万人未満 １億６千万円以上～１億８千万円未満 ５，５００万円

３５０億円以上～ ４００億円未満 ４０万人以上～ ４５万人未満 １億８千万円以上～２億円未満 ６，０００万円

４００億円以上～ ４５０億円未満 ４５万人以上～ ５０万人未満 ２億円以上 ～２億２千万円未満 ６，３００万円

４５０億円以上～ ５００億円未満 ５０万人以上～ ５５万人未満 ２億２千万円以上～２億４千万円未満 ６，６００万円

５００億円以上～ ５５０億円未満 ５５万人以上～ ６０万人未満 ２億４千万円以上～２億６千万円未満 ６，９００万円

５５０億円以上～ ６００億円未満 ６０万人以上～ ６５万人未満 ２億６千万円以上～２億８千万円未満 ７，２００万円

６００億円以上～ ６５０億円未満 ６５万人以上～ ７０万人未満 ２億８千万円以上～３億円未満 ７，５００万円

６５０億円以上～ ７００億円未満 ７０万人以上～ ７５万人未満 ３億円以上 ～３億２千万円未満 ７，８００万円

７００億円以上～ ７５０億円未満 ７５万人以上～ ８０万人未満 ３億２千万円以上～３億４千万円未満 ８，１００万円

７５０億円以上～ ８００億円未満 ８０万人以上～ ８５万人未満 ３億４千万円以上～３億６千万円未満 ８，４００万円

８００億円以上～ ８５０億円未満 ８５万人以上～ ９０万人未満 ３億６千万円以上～３億８千万円未満 ８，７００万円

８５０億円以上～ ９００億円未満 ９０万人以上～ ９５万人未満 ３億８千万円以上～４億円未満 ９，０００万円

９００億円以上～ ９５０億円未満 ９５万人以上～１００万人未満 ４億円以上 ～４億２千万円未満 ９，３００万円

９５０億円以上～１０００億円未満 １００万人以上～１０５万人未満 ４億２千万円以上～４億４千万円未満 ９，６００万円

１０００億円以上～１０５０億円未満 １０５万人以上～１１０万人未満 ４億４千万円以上～４億６千万円未満 ９，９００万円

１，０５０億円以上 １１０万人以上 ４億６千万円以上 １億円

政　　党

個　　人 会社・労働組合等 政治団体

制限なし

総枠制限あり
（注１)

総枠制限あり
(年間2，000万円以内)
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事例２ その他の政治団体（政党・政治資金団体を除きます。）に対する寄附

（注１）２１ページの「寄附の質的制限」の対象である場合は、該当する寄附が禁止されます。また、寄附の総枠制限
（年間1, 000万円）があります。

（注２）年間１，０００万円の総枠制限はありますが、個別制限及び期間の制限はありません。
なお、特定寄附（１７ページ参照）については、寄附の量的制限（総枠制限、個別制限）は一切ありません。

（注３）一定期間とは、任期満了による選挙の場合は、任期満了の日前９０日に当たる日から当該選挙期日までの間を
いいます（公選法１９９条の５④）。

事例３ 政治家に対する寄附

個人
（政治家A以外の者）

会社・労働組合等

政　党 その他の政治団体

政治家Ａの
資金管理団体

政治家Ａの
後援団体

政治家A

年間1,000万円以内
（注２）

年間150万円以内
（注１）

年間150万円
以内
（注１）

年間150万円
以内
（注１）

年間５,０００万円以内

年間５,０００万円
以内

年間５,０００万円
以内

一定期間禁止
（注３）

一切
禁止

制限なし

制限なし
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（注１）物品等〔金銭等〕と記載された事例では、選挙運動に関するものを除き、金銭や有価証券による寄附をする
ことが禁止されています。選挙運動に関する場合であれば、金銭等による寄附をすることもできます。

（注２）２１ページの「寄附の質的制限」の対象である場合は、該当する寄附が禁止されます。

・政治家Ｃ
・政治家Ｃの後援団体

・政治団体

・政治家Ｂの後援団体

・個人
・政治家Ｂ

・政治家Ａの
　資金管理団体
・政治家Ａの
後援団体

政　　党

会社・労働組合等

政治家Ａ

制限なし
〔金銭等〕

物品等



⑷ 寄附の質的制限
寄附の質的制限とは、寄附者側の立場やその性質等に着目し、量的制限のように一定限度額ま
では認められるというものではなく、該当する場合には、寄附自体を禁止しようとするものです。
なお、前述したとおり、会社等が行う政治活動に関する寄附は、政党及び政治資金団体に対し
てする場合を除き全て禁止されていますが、質的制限の規制対象となっている会社等については、
政党及び政治資金団体に対する寄附であっても該当する寄附を禁止されることとなります。
質的制限の内容は次のとおりです（規正法２２条の３～６）。

（寄附の質的制限の概要）
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禁止される者又は禁止される行為 禁止期間 禁止の内容

１ 政治資金規正法による制限

①国から補助金、負担金、利子補給金その他
の給付金（試験研究、調査又は災害復旧に係
るものその他性質上利益を伴わないもの及び
政党助成法による政党交付金を除く。以下③
において同じ。）の交付の決定を受けた会社
その他の法人（規正法２２条の３①）

給付金の交付決定の通知を
受けた日から１年を経過す
る日までの間 政治活動に関する一切の寄附

（例外）
地方公共団体の議会の議員若しくは
長に係る公職の候補者及びこれらの
者の資金管理団体又は後援団体に対
する政治活動に関する寄附は禁止さ
れない。（規正法22条の３③）②国から資本金、基本金等の出資又は拠出を

受けている会社その他の法人（規正法２２条の
３②）

出資等を受けている間

③地方公共団体から補助金、負担金、利子補
給金その他の給付金の交付の決定を受けた会
社その他の法人（規正法２２条の３④）

給付金の交付決定の通知を
受けた日から１年を経過す
る日までの間 当該地方公共団体の議会の議員若しく

は長に係る公職の候補者及びこれらの
者を推薦、支持若しくは反対する政治
団体に対する政治活動に関する寄附④地方公共団体から資本金、基本金等の出資

又は拠出を受けている会社その他の法人（規
正法２２条の３④）

出資等を受けている間

⑤３事業年度以上にわたり継続して欠損を生
じている会社（規正法２２条の４）

欠損がうめられるまでの間

政治活動に閧する一切の寄附

⑥外国人、外国法人又はその主たる構成員が
外国人若しくは外国法人である団体等からの
寄附受領（主たる構成員が外国人又は外国法
人である日本法人のうち上場会社であってそ
の発行する株式が証券取引所において５年以
上継続して上場されている者からの寄附を除
く。）（規正法２２条の５①） 時期を問わず
⑦本人の名義以外の名義又は匿名による寄附
（規正法２２条の６①）

（例外）
匿名寄附のうち、街頭又は一般に
公開される演説会、集会の会場に
おいて、政党又は政治資金団体に
対してする一件当たりの金額が千
円以下の寄附は禁止されない（規
正法22条の６②）。

２ 公職選挙法による制限

⑧国と請負その他特別の利益を伴う契約の当
事者である者（公選法１９９条①）

時期を問わず

衆議院議員及び参議院議員の選挙に関
する一切の寄附

⑨国から利子補給金の交付が行われている金
融機関等から融資（試験研究、調査又は災害
復旧に係るものを除く。以下⑪において同
じ。）を受けている会社その他の法人（公選
法１９９条②）

利子補給金の交付の決定の
通知を受けた日から当該利
子補給金の交付の日から起
算して１年を経過した日ま
での間

⑩地方公共団体と請負その他特別の利益を伴
う契約の当事者である者（公選法１９９条①）

時期を問わず

地方公共団体の議会の議員及び長の選
挙に関する一切の寄附

⑪地方公共団体から利子補給金の交付が行わ
れている金融機関等から融資を受けている会
社その他の法人（公選法１９９条②）

利子補給金の交付の決定の
通知を受けた日から当該利
子補給金の交付の日から起
算して１年を経過した日ま
での間

※⑥の（ ）書きの者が寄附をする場合は、⑥の（ ）書きに該当する旨を文書で、寄附を受ける者に通知しなけれ
ばなりません（規正法22条の５②）。



⑸ その他の公正な流れを担保するための措置
政治活動に関する寄附は、寄附者の政治活動の一環としてその自発的意思に基づいて行われる
べきであり、不当にその意思を拘束し、寄附を強制することは寄附者の政治的自由の侵害となる
ため、また、政治資金団体に係る寄附について、その透明度の向上を図るため、次の規制があり
ます（規正法２２条の６の２、２２条の７、２２条の９）。

① 威迫等により寄附者の意思を不当に拘束するような方法による寄附のあっせんの禁止

② 寄附者の意思に反するチェック・オフによる寄附のあっせんの禁止

③ 公務員の地位利用による関与等の禁止

④ 政治資金団体に係る寄附の口座振込みの義務付け

Ⅳ 政治資金パーティーに関する規制
政治資金パーティーとは、対価を徴収して行われる催物で、当該催物の対価に係る収入の金額から
当該催物に要する経費の金額を差し引いた残額を当該催物を開催した者又はその者以外の者の政治活
動（選挙運動を含む。これらの者が政治団体である場合には、その活動）に関し支出することとされ
ているものをいいます。その実施については、次のような規制があります。

１ 政治資金パーティーは誰でも開催できますか（規正法８条の２・１８条の２）

政治資金パーティーは、原則として政治団体によって開催されるようにしなければならないことと
されています。

２ 政治資金パーティーにはどのような規制がありますか（規正法２２条の８）

政治資金パーティーの対価の支払は、債務の履行として支払われるものであり、原則として政治活
動に関する寄附に該当しませんが、その適正化を図るために次のような量的制限や遵守事項等があり
ます。

⑴ 量的制限（個別制限）
１回の政治資金パーティーにつき同一の者からの対価の支払は、１５０万円以内に制限されてお

り、また、政治資金パーティーの開催者は、この制限を超える対価の支払を受けてはなりません。
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　政治団体以外の者が＊特定パーティーになると見込まれる政治資金パーティーを開催しようとする
場合には、その者は、当該政治資金パーティーを開催しようとする時から政治団体とみなされ、届出
義務、会計帳簿への記載義務、収支報告書の提出義務が課されることとなります。

　＊特定パーティー： 政治資金パーティーのうち当該政治資金パーティーの対価に係る収入の金額が
1,000 万円以上であるもの



⑵ 支払者に対する告知義務
政治資金パーティーを開催する者は、その対価の支払を受けようとするときは、対価を支払う
者に対し、その対価の支払が政治資金パーティーの対価の支払である旨をあらかじめ書面で告知
しなければなりません。
書面に記載する文言は、「この催物は、政治資金規正法第８条の２に規定する政治資金パーテ
ィーです。」と定められています（規正法施行規則３９条）。

⑶ 禁止事項
「Ⅲ 寄附に関する制限」の「２（5）その他の公正な流れを担保するための措置」にある規制
（④を除く。）は政治資金パーティーの対価の支払についても適用されます。

３ 政治資金パーティーの収支はどのような手続が必要ですか（規正法９条・１２条）

政治資金パーティーの対価に係る収入についての政治団体の会計帳簿、収支報告書への記載は次の
ような取扱いとなります。
⑴ 会計帳簿への記載
政治資金パーティーの対価に係る収入については、政治団体の会計帳簿に、政治資金パーティ
ーごとに、次の項目を記載します。
①その名称、開催年月日、開催場所及び対価に係る収入の金額
②対価の支払をした者の氏名、住所及び職業（団体にあってはその名称、主たる事務所の所在
地及び代表者の氏名）並びに当該対価の支払に係る収入の金額及び年月日

⑵ 収支報告書への記載
特定パーティー又は特定パーティーになると見込まれる政治資金パーティーの対価に係る収入
については、政治団体の収支報告書に、これらのパーティーごとに、次の項目を記載します。
①その名称、開催年月日、開催場所及び対価に係る収入の金額
②対価の支払をした者の数
また、一つの政治資金パーティー（特定パーティーか否かにかかわりません）の対価に係る収
入のうち、同一の者からの政治資金パーティーの対価の支払で、その金額の合計額が２０万円を超
えるものについては、政治団体の収支報告書に、次の項目を記載します。
①当該対価の支払をした者の氏名、住所及び職業（団体の場合にあってはその名称、主たる事
務所の所在地及び代表者の氏名）
②当該対価の支払に係る収入の金額及び年月日

Ⅴ 政治資金の運用規制

◎認められている運用方法
①金融機関への預金又は貯金
②国債、地方債、政府保証債又は銀行等が発行する債券の取得
③信託業務を営む銀行又は信託銀行への金銭信託で元本補填契約のあるもの
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　政治資金は民主政治の健全な発達を希求して拠出される国民の浄財であることから、政治資金の運
用方法は安全かつ確実なものに限定されています（規正法８条の３）。



Ⅵ 収支報告書の提出

１ 収支報告書の提出方法・添付資料を教えてください

政治資金の収支を国民の前に「ガラス張り」にするために、政治団体の会計責任者は、会計帳簿を
備え付けるとともに、１件５万円以上（国会議員関係政治団体にあっては１円以上）の全ての支出に
ついて、領収書を徴収し、収支報告書の要旨の公表の日から３年間保管しなければなりません（規正
法９条、１１条、１２条、１６条、１９条の９）。
そして毎年の１２月３１日現在で、その年の全ての収支に関する報告書を、翌年１月１日から３月３１日
まで（国会議員関係政治団体にあっては、あらかじめ収支報告書、会計帳簿、領収書等について登録
政治資金監査人による政治資金監査を受けたうえで、５月３１日まで）に提出しなければなりません（規

なお、２年連続して収支報告書を提出しなかった場合は、規正法１７条２項の適用を受け、実質的に
政治活動ができなくなりますので注意してください。

正法１２条、１９条の１０、１９条の１３）。

（注）政治団体の下部組織
政治団体の支部（９ページ参照）に該当しない下部組織（会計上独立していないもの及び単なる連絡事務的

なものなど）の行った収入・支出は上部組織が行ったものとなりますので、収支報告書は上部組織において、
下部組織の行った収入・支出分を含めて報告することになります。

⑴ 収支報告書（別記記載例（15）54ページから86ページ）
様式については、総務省の「政治資金関係申請・届出オンラインシステム」のホームページに
「収支報告書を作成するソフトウェア」が掲載されていますので、ダウンロードの上、御活用く
ださい。
■総務省「政治資金関係申請・届出オンラインシステム」ホームページ
https : //kyoudou.soumu.go.jp/ 政治資金　オンライン

⑵ 添付書類
①以下の支出に係る領収書等の写し
ア　国会議員関係政治団体 人件費以外の経費で、１件１万円超の支出
イ　国会議員関係政治団体以外の資金管理団体 人件費以外の経費で、１件５万円以上の支出
ウ　ア、イ以外の政治団体 政治活動費で、１件５万円以上の支出
このうち領収書等を徴しがたい事情があり、領収書等の写しを提出できないものがある場合
は、「領収書等を徴し難かった支出の明細書」（別記記載例（16）85ページ）に記入し併せて
提出してください。
金融機関への振込明細書の写しを提出する場合は、「領収書等を徴し難かった支出の明細書」
に代えて「振込明細書に係る支出目的書」（別記記載例（１7）85ページ）に記入して提出する
ことができます。
※ 支出目的書については、振込明細書に支出の目的が記載されているとき（会計責任者によ
る記入も可）は、提出は不要です。

②政治資金監査報告書（国会議員関係政治団体のみ）
国会議員関係政治団体が、収支報告書を提出する際は、あらかじめ、収支報告書、会計帳簿、
領収書等について、政治資金適正化委員会が行う研修を修了した登録政治資金監査人（注）に
よる政治資金監査を受けなければなりません（規正法１９条の１３）。
（注）弁護士、公認会計士又は税理士は、総務省の政治資金適正化委員会に備える名簿への登録を受けて、登録

政治資金監査人になることができます。
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　また、公職の候補者（政治家）の選挙運動に関する収支は、公職選挙法に基づく「選挙運動費用収
支報告書」により報告するものであり、政治団体の収支とは別ですので、二重計上しないように注意
しなければなりません。



⑶ 提出部数
（県内団体） 収支報告書 ２部（領収書等の写しは１部）
（全国団体） 収支報告書 ３部（領収書等の写しは１部）
＊提出された収支報告書のうち１部は、受付後控えとしてお返しします。

収支報告書の公開（規正法２０条①、２０条の２②）
政治団体が毎年行う収支報告書は、県報（官報）への要旨の告示等により、国民の前に公表されます。
また、公表されてから３年間、誰でも、その正本の閲覧及び写しの交付を請求することができます。

※ 埼玉県では、平成２２年分から、埼玉県所管の政治団体の収支報告書を県選挙管理委員会ホームペ
ージ上でそのまま公開しています。

２ 国会議員関係政治団体の収支報告について、注意事項はありますか

国会議員関係政治団体の収支報告書は、次のとおり行う必要があります（規正法１１条、１２条、
１６条、１９条の９、１９条の１０、１９条の１１、１９条の１４）。
ア 全ての支出について領収書等を徴収し、収支報告書の要旨公表の日から３年間保存しなけれ
ばなりません。
領収書等を徴し難い事情があったときは、「領収書等を徴し難かった支出の明細書」（振込
明細書があるときは「振込明細書に係る支出目的書」でも可）を作成・保存しなければなりま
せん。
イ 収支報告書には、人件費以外の経費で１件１万円超の支出に関し、明細（支出を受けた者の
氏名・住所、支出の目的、金額、年月日など）を記載しなければなりません。
ウ 収支報告書を提出する際は、①人件費以外の経費で１件１万円超の支出に係る領収書等の写
し、②政治資金監査報告書 を併せて提出しなければなりません。
エ 収支報告書の提出期限は、原則として５月３１日となります。

３ 国会議員関係政治団体の少額領収書等の写しの開示制度について教えてください

国会議員関係政治団体については、収支報告書の要旨公表の日から３年間、人件費以外の経費
で１件１万円以下の支出に係る領収書等の写し（少額領収書等の写し）について、総務大臣又は
都道府県の選挙管理委員会に開示請求することができます（規正法１９条の１６）。
【少額領収書等の写しの開示の流れ】
① 開示請求する者は、総務大臣又は都道府県の選挙管理委員会に対し、開示請求書を提出し
ます。
② 開示請求を受けた総務大臣又は都道府県の選挙管理委員会は、開示請求があった日から１０
日以内に、当該団体の会計責任者に対し、少額領収書等の写しの提出を命令します。
③ 当該団体の会計責任者は、提出命令があった日から原則２０日以内に、少額領収書等の写し
を総務大臣又は都道府県の選挙管理委員会に提出しなければなりません。
※ 既に同一の写しを提出しているときや、１件１万円以下の支出がないときは、その旨を
通知すれば足ります。
また、事務処理上の困難その他正当な理由があるときは、提出期限の延長を求めること
ができます。

④ 総務大臣又は都道府県の選挙管理委員会は、少額領収書等の写しの提出があった日から原
則３０日以内に開示決定し、閲覧又は写しの交付の方法により開示します。

⑤ 提出命令に違反して少額領収書等の写しを提出しないときは、その国会議員関係政治団体
の名称・主たる事務所の所在地が公表されます。
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Ⅷ 罰則

１ 政治資金規正法の罰則一覧

違 反 事 項 罰 則 適用条文

届出前の寄附の受領・支出の禁止違反（８条違反） ５年以下の禁錮又は
１００万円以下の罰金 ２３条

会計帳簿の備付け及び記載義務違反、虚偽記載
（９条、１８条、１９条の４違反）

３年以下の禁錮又は
５０万円以下の罰金 ２４条

明細書の提出及び記載義務違反、虚偽記載（１０条違反）

領収書等の徴収義務違反、虚偽記載（１１条違反）

会計帳簿等の保存義務違反、虚偽記載（１６条違反）

事務引継義務違反（１５条違反）

選挙管理委員会に対する説明拒否、虚偽説明、訂正拒否、
虚偽訂正（３１条関係）
収支報告書等の記載及び提出義務違反、虚偽記載
（１２条、１７条、１８条、１９条の５、１９条の１４違反）

５年以下の禁錮又は
１００万円以下の罰金 ２５条

会計責任者の選任監督義務違反（２５条違反） ５０万円以下の罰金

寄附の量的制限違反
（２１条、２１条の２、２１条の３、２２条、２２条の２違反）

１年以下の禁錮又は
５０万円以下の罰金 ２６条

寄附の質的制限違反
（２２条の３、２２条の５、２２条の６違反） ３年以下の禁錮又は

５０万円以下の罰金 ２６条の２匿名等の寄附又は政治資金パーティーの対価の匿名等の支
払禁止違反（２２条の６、２２条の８違反）

赤字会社の寄附禁止違反（２２条の４違反）
５０万円以下の罰金 ２６条の３政治資金パーティーの対価の支払の量的制限違反、告知義

務違反（２２条の８違反）
寄附又は政治資金パーティーの対価の支払のあっせん制限
違反（２２条の７違反） ６月以下の禁錮又は

３０万円以下の罰金 ２６条の４寄附又は政治資金パーティーの対価の支払への公務員の関
与制限違反（２２条の９違反）
寄附又は政治資金パーティーの対価の支払のあっせんに係
るチェック・オフの禁止違反（２２条の７、２２条の８違反） ２０万円以下の罰金 ２６条の５

政治資金監査報告書の虚偽記載（１９条の１３違反） ３０万円以下の罰金 ２６条の６

登録政治資金監査人等の秘密保持義務違反
（１９条の２８違反）

１年以下の懲役又は
５０万円以下の罰金 ２６条の７

 政治資金規正法には、規正が正しく履行されるように担保として罰則が規定されています。違反事
項によっては公民権（公選法に規定する選挙権及び被選挙権）が停止されます（規正法28条）。主な
罰則は次のとおりです。
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（注１）「寄附の量的制限違反」、「寄附の質的制限違反」、「匿名による寄附又は政治資金パーティーの対価の支払違
反」、「赤字会社の寄附違反」は寄附者のみならず受領者も罰則対象となります。

（注２）寄附の量的、質的制限等違反による寄附に係る財産上の利益については、没収又は追徴されます（規正法 28
条の２）。



２ 政治資金規正法に定める罪を犯した者の選挙権及び被選挙権の停止（規正法２８条）

禁錮刑に処せられた者 裁判が確定した日から刑の執行を終わるまでの間及びその後５年間

罰金刑に処せられた者 裁判が確定した日から５年間

禁錮又は罰金刑の執行猶
予の言い渡しを受けた者 裁判が確定した日から刑の執行を受けることがなくなるまでの間

禁錮刑に処せられ、刑の
執行の免除を受けた者

刑の時効による場合を除いて、裁判が確定した日からその免除を受け
るまでの間及びその後５年間

禁錮刑に処せられ、大赦もしくは特赦又は刑の時効により刑の執行を受けることがなくなった者
は、裁判が確定した日からそれまでの間

（注）規正法違反により公民権を停止される場合においては、あわせて選挙運動も禁止されます（公選法１３７条の３）。

Ⅸ 政治資金と税

１ 政治団体に対する税金の扱いはどのようになりますか

政治団体は「政党交付金の交付を受ける政党等に対する法人格の付与に関する法律」（以下「法人
格付与法」という。）により法人格を取得している政党等を除き、一般的に法人格を有しておらず、
法律上「人格なき社団」として取り扱われます。
政治団体の寄附収入と機関紙誌の発行等の事業収入に対する課税については次のとおりです。

⑴ 寄附収入に対する課税

法人税及び贈与税は課税されません。

ア 法人税
「人格なき社団」は法人税法上、法人とみなされますが（法人税法３条）、収益事業から生

じた所得以外の所得については法人税が課税されません（同法６条）。
また、法人格を有する政党等も同様です（法人格付与法１３条）。

イ 贈与税
「人格なき社団」は相続税法上、個人とみなされ（相続税法６６条）、個人からの寄附収入に

ついては贈与税の対象となりますが、公益を目的とする事業を行う者が贈与により取得した財
産で当該公益を目的とする事業の用に供することが確実なものについては非課税の措置がとら
れており（同法２１条の３）、政治団体が受けた政治活動に関する寄附は、一般的にはこれに該
当するものとして、非課税とされます。
また、法人格を有する政党等については、もともと法人は贈与税の納税義務者となっており
ませんので（同法１条の４）、贈与税は課税されません。

－ 28 －



⑵ 事業収入に対する課税

収益事業による所得については、法人税が課税されます。

購読料等対価を得て機関紙誌を発行する場合は、消費税が課税されます。

ア 法人税

イ 消費税
消費税は事業者が対価を得て行う資産の譲渡等に課税されるものです（消費税法４条）。
「人格なき社団」は消費税法上、法人とみなされ（同法２条、３条）、法人格を有する政党

等とともにこの事業者に該当しますので、政治団体が購読料等の対価を得て機関紙誌を発行す
る場合には、消費税が課税されます。

（政治資金に係る収入）－（政治活動の費用）＝雑所得
雑所得として他の所得と合算して課税されます。

ただし、政治活動に要した費用の方が、政治資金として受けた収入より多いとき（赤字分）は、他
の種類の所得の黒字と損益通算ができません。
なお、選挙運動に関して受けた収入で、公選法１８９条の規定に基づく収支報告がされているものに
ついては、課税されません（所得税法９条、相続税法２１条の３）。

３ 法人が政治献金をした場合、税金の扱いはどうなりますか

法人が政党及び政治資金団体に対し、その政治活動に関し寄附を行った場合、法人税法においては
通常の寄附金として取り扱われ、他の寄附金と合算して寄附金の損金算入限度額の範囲内で損金算入
の対象となるだけで（法人税法３７条）、税制上、特段の優遇措置はとられていません。

〈損金算入限度額〉

資本金等の金額×事業年度の月数１２ × ２．５１０００＋所得×
２．５
１００ ×１４
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２　公職の候補者（政治家）個人が受けた寄附は課税されますか

　公職の候補者（政治家）個人が政治活動に関して受けた政治資金については、雑所得になり、他の
所得と合算して課税対象になります。この場合、政治活動のために消費した費用は、課税対象外とな
りますので控除します。

　政治団体が各種事業を行い収入を得る場合、収益事業による所得に対してのみ法人税が課税
されます（法人税法６条、法人格付与法 13 条）。収益事業とは、販売業、製造業その他政令で
定める事業で、事業場を設けて継続して営まれるものとされており（法人税法２条）、これに
該当する事業を政治団体が行っていれば課税されることとなります。
　なお、パーティー開催事業は、一般に収益事業に当たらないものと解されています。



４ 個人が政治献金をしたときに、課税上の優遇措置が受けられると聞きましたが、どのよ
うな手続が必要ですか

第５次選挙制度審議会において、「政治資金は、個人献金と党費によりまかなわれることが本来の姿
である。」との指摘がなされ、その実現に向けて、個人献金を奨励する目的から、個人献金に対して一
定の要件の下に税の優遇措置が設けられました（租税特別措置法41条の18）。
優遇措置が受けられるのは「個人がする政治活動に関する寄附」に限られ、政治団体の規約等で定
められている党費・会費や政治資金パーティー等の事業の会費のような「債務の履行としてされるも
の」は対象になりません。
⑴ 適用対象
ア 次の政治団体に対する政治活動に関する寄附

政 治 団 体 の 種 類 備 考

政党又は政治資金団体

政治上の主義若しくは施策を推進し、支持し又は反対することを本来の目的とする団体で
国会議員が主宰し、又は主要な構成員が国会議員である政治団体 「所属国会議員氏名届」

の提出が必要政治上の主義又は施策を研究する目的を有する団体で、国会議員が主宰し、又は主要な構
成員が国会議員である、いわゆるみなし政治団体（政策研究団体）

現職の都道府県の議会議員及び知事、指定都市の議会議員及び長を推薦し、又は支持する
ことを本来の目的とする政治団体

「被推薦書」の届出が
必要

都道府県の議会議員及び知事、指定都市の議会議員及び長の選挙の候補者又は候補者とな
ろうとする者を推薦し、又は支持することを本来の目的とする政治団体
（推薦又は支持する者が立候補した日の属する年とその前年の２年間に限られます。ただ
し、公職の種類の異動により、対象団体になった場合は異動の日以降の寄附に限ります。）

国会議員関係政治団体（２号団体）
（推薦又は支持する者が候補者又は候補者となろうとする者である場合、立候補した日の
属する年とその前年の２年間に限られます。ただし、公職の種類の異動により対象団体と
なった場合は、異動の日以降の寄附に限ります。）

「国会議員関係政治団
体に該当する旨の通
知」の提出が必要

イ 国会議員（衆議院比例代表選出議員を除く。）、都道府県の議会議員及び知事、指定都市の議
会議員及び長の選挙における候補者の選挙運動に関する寄附
ア及びイの要件を満たす寄附であっても、法の規定に違反するもの（量的制限や質的制限に
違反する寄附等）や、寄附者に特別な利益が及ぶと認められるもの（例えば、議員が自己の資
金管理団体や後援会に寄附する場合、議員がお互いに相手方の後援会に寄附し合う場合などが
考えられます。）は除外されます。

⑵ 優遇措置の内容
前記（１）の適用対象となる寄附については、所得税法に規定される特定寄附金とみなされ、
「寄附金控除」の対象となります。

（注）特定寄附金とは、国や地方公共団体に対してする寄附や公益法人に対する寄附で財務大臣が指定した寄附等
をいい、個人が拠出する政治献金で一定の要件に該当するものについても、この特定寄附金とみなされること
とされています。
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①収支報告書ヘの記載

収支報告書に、優遇措置の適用を受けようとする寄附者の氏名、住所、職業、寄
附の金額及び年月日を記載します。
収支報告書には、年間５万円を超える寄附者の氏名等を記載することが義務付け
られていますが、優遇措置を受けようとする寄附者については、５万円以下の金額
であっても収支報告書に氏名等を記載することが必要です。

②収支報告書の提出と併せて「寄附金（税額）控除のための書類
（別記記載例（１９）97ページ）」を提出

都道府県選管又は総務大臣の確認を受けます。

③「寄附金（税額）控除のための書類」の寄附者への交付

④税務署に対して確定申告をする際に、当該「寄附金（税額）控除
のための書類」を添付

ア 政党及び政治資金団体以外の適用対象政治団体に対する個人献金の場合
寄附金控除を受けることができる金額は、特定寄附金の合計額（総所得金額、退職所得金額
及び山林所得金額の合計額の４０％を限度とします。）から2,000円を控除した金額で、これが所
得税の計算の際に所得から控除されます（所得控除制度）。

〈所得控除制度〉

所得控除の額＝①又は②のいずれか少ないほうの金額－2,000円
①特定寄附金の支出額
②その年の総所得金額・退職所得金額及び山林所得金額の合計額の４０％相当額）

イ 政党及び政治資金団体に対する個人献金の場合

控除率３０％の税額控除制度と所得控除制度との選択制とされています。

〈税額控除制度〉

税額控除額＝（その年の政党等に対する寄附金の合計額－2,000円）×０．３

⑶ 優遇措置を受けるための手続（政治団体に対する個人献金の場合）

（政治団体）

（寄附者）
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Ⅹ 政治活動の規制

１ 立札・看板に貼付する証票を交付してもらうには、どのような手続が必要ですか

政治活動に使用する文書図画のうち、①公職の候補者等の政治活動のために使用される文書図画で
当該公職の候補者等の氏名や氏名類推事項を表示するもの、②後援団体の政治活動のために使用され
る文書図画で当該後援団体の名称を表示するものについては、次のものを除き、掲示することが禁止
されています（公選法１４３条⑯）。
なお、掲示ができるもののうち、⑴の立札・看板の類には、選挙管理委員会から交付を受けた証票
を貼付しなければなりません。
また、選挙期間中は本規制とは別に政治活動に対する規制がありますので注意してください。

⑴ 立札・看板の類

ア 掲示できるもの
政治活動のための事務所に掲示するものに限られ、枚数、規格等に次の制限があります（公
選法１４３条⑯⑰）。
①枚数
選挙の種類別に定められた総枚数以内で、かつ１事務所ごとに２枚以内
②規格
縦１５０㎝×横４０㎝以内（「足」の部分を含みます。）
③証票
選挙管理委員会から交付された証票を貼付しなければなりません。

イ 証票の交付申請
証票の交付申請は、公職の候補者等又は後援団体ごとに、選挙の種類に応じ下記の申請先に
対し行います（県選管に対する後援団体の申請書は別記記載例（20）98 ページ）。
この際、当該立札・看板を掲示する事務所の所在地と所在地ごとの掲示枚数を記載した書面
を併せて提出してください。また、証票の交付の際には、受領者のサイン又は印をいただきま
す。
なお、市町村選挙管理委員会への申請方法は、各市町村選挙管理委員会へ確認してください。
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（選挙の種類別の証票枚数及び交付申請先）

選挙の種類
証 票 枚 数 証票交付

申 請 先公職の候補者等 後 援 団 体

衆議院議員（比例代表） ４０枚
（１小選挙区で１０枚以内）

６０枚
（１小選挙区で１５枚以内）

中央選管
（総務省）

衆議院議員（小選挙区） １０枚 １５枚 県 選 管

参議院議員（比例代表） 全国で１００枚
（一都道府県で２６枚以内）

全国で１５０枚
（一都道府県で３９枚以内）

中央選管
（総務省）

参議院議員（選挙区） ２６枚 ３９枚 県 選 管
県 知 事 ２６枚 ３９枚 県 選 管
県 議 会 議 員 ６枚 ６枚 県 選 管
指 定 都 市 の 長 １０枚 １０枚 市 選 管
指定都市の議会議員 ６枚 ６枚 市 選 管
市 長・市 議 会 議 員
（指定都市を除く） ６枚 ６枚 市 選 管

町村長・町村議会議員 ４枚 ４枚 町村選管

（注）立札・看板の類は、事務所ごとにその場所において掲示されるものであり、事務所の実体のない場所や自動
車等に取り付けて掲示することはできません。

⑵ ポスターの掲示
政治活動用ポスターのうち、ベニヤ板やプラスチック板などを用いて掲示するポスター（いわ
ゆる裏打ちポスター）や事務所、連絡所又は後援団体の構成員であることを表示するためのポス
ターは掲示できません。
また、上記に当たらないポスターは選挙運動にわたらない限り掲示できますが、ポスター表面
に掲示責任者及び印刷者の氏名（法人の場合は名称）及び住所を記載する必要があります（公選
法１４３条⑱）。
なお、これらのポスターについても、選挙前の一定期間（任期満了による選挙にあっては、任
期満了の日の６月前の日から当該選挙の期日までの間）は掲示できません（公選法１４３条⑯⑲）。

⑶ 演説会等の開催中に掲示するもの
政治活動のための演説会、講演会及び研修会等の会場で、開催中に掲示される立札・看板・ポ
スター等は、選挙運動にわたらない限り掲示できます（規格及び枚数の制限もありません。）。
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Ⅺ 政治資金規正法の制定及び主要な改正の経緯

１ 昭和２３年の政治資金規正法の制定（昭和２３年７月２９日公布・施行）

腐敗行為防止法（米国）をもとに、政治資金の規正に関する一般法として制定

２ 昭和５０年の改正（昭和５０年７月１５日公布・昭和５１年１月１日施行）

政治活動の公明と公正を図るため、政治資金の授受の規正、収支の公開の強化、個人の拠出する政
治資金に対する課税上の優遇等、全条文にわたる抜本的な改正
① 政治活動に関する寄附の授受の制限
寄附の量的制限（総枠制限・個別制限）、寄附の質的制限、寄附のあっせん規制の設定

② 政治資金の収支の公開の強化
収支報告書の提出（３月以内）、記載事項等の改善・強化

③ 個人献金に係る課税上の優遇措置（所得控除）
④ 政治団体の届出等の改正
政治団体の届出制度（国・都道府県の２段階制）の改正、政治団体の名称等の公表制度の創設

３ 昭和５５年の改正（昭和５５年１２月８日公布・昭和５６年４月１日施行）

政治家個人の政治資金の明朗化を図るため、政治家個人の政治資金について収支の報告を求めるこ
と等の改正
① 指定団体制度、保有金制度の創設
② 収支報告書の記載事項の簡素化（支出の明細１件当たり５万円に引上げ等）

４ 平成４年の改正（平成４年１２月１６日公布・平成５年１月１日施行）

政治資金の収支の明確化と透明性の確保等のため、政治資金パーティー開催の適正化、政治資金の
運用の規制等の改正
① 政治資金パーティー開催の適正化
政治資金パーティーの政治団体による開催、収支の明確化（特定パーティーに係る収入の報告
等）、対価の支払者の氏名等の公開（１００万円超）、対価の支払の収受の制限（１５０万円）等
② 政治資金の運用の規制（金融機関への預金等）
③ 政治団体が有する資産等の報告・公開
④ 匿名寄附禁止に係る特例の創設（政党匿名寄附）

５ 平成６年の改正（平成６年１１月２５日公布・平成７年１月１日施行）

選挙制度の改革と軌を一にして、政党その他の政治団体及び公職の候補者の政治活動の公明と公正
を確保するため、会社その他の団体の寄附の制限の強化等の改正
① 寄附に関する制限
会社・労働組合その他の団体の政党、政治資金団体、資金管理団体（年間５０万円）以外への寄
附の禁止、政治家個人への政治活動に関する寄附の禁止（政党を除く。）
② 公職の候補者に係る資金管理団体制度の創設（指定団体、保有金制度の廃止）
③ 寄附等の公開基準の改正（寄附：年間５万円超、政治資金パーティー：２０万円超）
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④ 政党要件の改正（所属国会議員５人以上、直近の国政選挙の得票数２％以上）
⑤ 政党に対する個人献金に係る課税上の優遇措置（税額控除・所得控除の選択制）

６ 平成１１年の改正（平成１１年１２月２０日公布・平成１２年１月１日施行）

会社・労働組合その他の団体の資金管理団体に対する寄附禁止の改正（３月３１日までは適用除外）

７ 平成１７年の改正（平成１７年１１月２日公布・平成１７年１２月２日、平成１８年１月１日施行）

政治団体の本部による支部の解散の届出、政治団体間における多額な寄附の制限等の改正
① 政治団体の本部による支部の解散の届出制度の創設（平成１７年１２月２日施行）
② 政党及び政治資金団体以外の政治団体間における寄附の制限（年間５，０００ 成平（）円万 １８年１月
１日施行）

８ 平成１８年の改正（平成１８年１２月２０日公布・平成１８年１２月２５日施行）

主たる構成員が外国人又は外国法人である上場会社からの寄附規制の撤廃等の改正
① 主たる構成員が外国人又は外国法人である上場会社からの寄附規制の撤廃等
② 金融機関への振込みに係る収支報告書の添付書面の簡素化（平成１９年１月１日施行）

９ 平成１９年の改正（１）（平成１９年７月６日公布・平成２０年１月１日施行）

資金管理団体による不動産の取得等の制限等の改正
① 資金管理団体による不動産の取得等の制限等（平成１９年８月６日施行）
② 資金管理団体に係る人件費以外の経常経費についての収支報告書への明細の記載及び領収書等
の写しの添付の義務付け（１件５万円以上）

１０ 平成１９年の改正（２）（平成１９年１２月２８日公布・平成２０年１月１日施行）

国会議員関係政治団体の支出に係る収支報告の適正の確保・透明性の向上のため、登録政治資金監
査人による政治資金監査の義務付け、支出の明細の記載基準の引下げ、少額領収書等の公開等の改正
① 国会議員関係政治団体の届出等（平成２０年１０月１日施行）
② 登録政治資金監査人による政治資金監査
登録政治資金監査人による政治資金監査、政治資金監査報告書の提出（提出期限５月末まで）

③ 収支報告書への明細の記載等
全ての支出の領収書等の徴収、人件費以外の経常経費についての収支報告書への明細の記載及
び領収書等の写しの添付の義務付け（１件１万円超）
④ 少額領収書等の写し（１件１万円以下）の開示制度（解散団体を除く。）
⑤ 収支報告書等の写しの交付制度
※ ②～⑤は平成２１年１月１日以降適用
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